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多職種連携サービス利用に係る利用規約
【使用に際しての注意事項】
「多職種連携サービス」（以下「本サービス」という）の使用に際して、必ずこの規約（以下「本規約」という。という）を利用者全員に周知徹底してください。
（目的)
第1条 本サービス利用者（以下「利用者」という）は、本サービスにより、在宅等患者に対するQOLの向上等、より良い医療・介護サービスの実現、社会保障費の適正化に貢献することを目的とする。また、本サービス活用による多職種連携の効果的なエビデンスの形成・共有を図るものとする。
（サービスの利用に必要な機器等）
第2条 本サービスのご利用に際して必要な機器等に関しては、利用者の責任と費用でご用意いただき、それらを適切に設置および操作を実施すること。これらの費用、設置、操作に関しましては、は一切関知しない。
（安全の確保）
第3条 サービスを利用するために発行されたＩＤおよびパスワード（以下、「ＩＤ等」という。）の取得後は、利用者の責任に於いて管理する。第三者に対する貸与、開示等は禁止する。利用者は、ＩＤ等が第三者に漏洩したと思われる場合や利用端末を紛失された場合は、速やかに自施設の管理者に連絡すること。本サービスは端末上には一切の情報を保存しない仕組みとして構築されているが、パスワードなどの情報を利用者が端末上に保存・記録していた場合の対策が必要となる。連絡の遅延が原因となって個人情報の流出等が発生した場合、使用者が責任を負うこととする。
（個人情報保護）
第4条 個人情報の取扱については、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年5月30日 法律第57号）を遵守する。個人情報を漏えいした場合には、刑法第134条、介護保険法第205条2項、民法709条等の規定により罰せられる。また民法715条の規定により雇用者も責任を負う。
（守秘義務）
第5条 診断名、病状、検査結果、治療方針等、本サービスを通じて知りえた医療情報を、医師の指示なく患者本人や家族に伝えてはならない。
（サービス資産の保全）
第6条 利用者は善良な管理者の注意を持ってサービスを利用するものとし、利用者の責めに帰すべき理由によりサービスが滅失、毀損した場合、その損害を利用者が負担するものとする。

（管理者）
第7条 利用施設において、管理者を設定することとする。 
２　管理者は、本サービスの安全かつ効率的な運用及び適正な管理を行うとともに、自施設の情報管理に責任を負うものとする。 
３　管理者は、本サービスが取り扱う全ての情報及び自施設の利用者の最終的な管理責任を負う。 
４　管理者は、本サービスに異常を認めた場合は、直ちに乙の管理者に報告するものとする。 
５　管理者は、本サービスの安全かつ適正な運用管理のため、本サービスの供用を制限又は禁止することができる。

（利用者の申込み）
第8条 本サービスへの参加を希望する施設は、利用規約の定めを承諾したうえで、「施設参加申込」を事務局に申請するものとする。

２　利用者申申込みについては、各施設の管理者が登録することとする。

３　前項に定める申し込みに際しては、誓約書ならびに当該施設における施設責任者および利用者の情報についても合わせて本院に提出することとする。
 (利用者の責務)
第9条 利用者は、本サービスの安全かつ適正な利用に努め、情報の保護が確保されるよ　　　う利用しなければならない。
２　利用者は、本サービスを通じて入手した患者情報等について、関連法令を遵守して取り扱うものとし、目的業務以外は複製・提供してはならない。 
３　利用者は、自己の利用者ID及びパスワードを自らの責任で適正管理し、自己以外の者に利用させてはならない。 
４　利用者は、本サービスを利用するときは、管理者の指示に従わなければならない。 
５　利用者は、本サービス上に記録される利用記録が、管理者により閲覧されることを妨げてはならない。 
６　利用者は、本サービスを利用しようとするときは、あらかじめ所属する機関の長の承認を得なければならない。
７　利用者は、本サービス上で示された所見等について、それと異なる所見を患者に伝えてはならない。
８　利用者は、本サービスで示された情報について患者から開示依頼がきた場合には、直ちに管理者に報告するものとする。
９　本サービスに異常を認めた場合は、直ちに管理者に報告するものとする。

（利用者権限の失効）

第10条 事務局は、本規約に違反する行為が認められた場合、利用者の権限につき停止等の措置を講ずることができる。
（利用者の利用解約）
第11条 本サービスの利用解約を希望する利用者は、各施設の管理者に申請し、解約することとする。

２．本サービスに参加する施設が参加を解約する場合、指定する「施設退会申込書」を事務局に提出するものとする。
３．利用者が利用解約時までに本サービスを利用したことにより、発生したすべて債務は利用解約後においても存続するものとする。
（患者の同意取得）
第12条 利用者は患者の個人情報を本システムに登録・開示するにあたり、事前に該当患者または代諾者から文書による同意を得なければならないものとする。
２．利用者は、患者または代諾者から同意撤回の申し込みがあった場合には、当該患者の個人情報を本サービス上において閲覧できなくするものとする。
（サービスに関する守秘義務）
第13条 本サービスの使用にあたって開示される情報（マスタ情報、利用マニュアル、利用規約、サービス上のコンテンツ等を含む）は、日本、その他各国、各地域の著作権法、各種条約及びその他の法律で保護される。また、これらを複製、改変、掲示、頒布等の行為は禁じる。
２　本条は本規約が解除、解約又は期間満了で終了した後も３年間有効であるものとする。
（反社会的勢力の排除）
第14条 利用者は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、将来にわたって次の各号のいずれにも該当しないことを確約する。
（1）自らまたは自らの役員（取締役、執行役または監査役）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号）、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第２条第６号）、暴力団員でなくなった時から５年間を経過しない者、もしくはこれらに準ずる者、または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下、これらを個別にまたは総称して「暴力団員等」という。）であること
（2）自らの行う事業が、暴力団員等の支配を受けていると認められること
（3）自らの行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的で暴力団員等を利用し、または、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させていると認められること
（4）自らが暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、または不当に優先的に扱うなどの関与をしていると認められること
（5）本規約の履行が暴力団員等の活動を助長し、または暴力団の運営に資するものであること
２　利用者が次の各号の一に該当するときは、何らの通知、催告を要せず即時に本規約を解除する。
（1）第１項に違反したとき
（2）自らまたは第三者をして次に掲げる行為をしたとき
①相手方に対する暴力的な要求行為
②相手方に対する法的な責任を超えた不当な要求行為
③相手方に対する脅迫的言辞または暴力的行為
④風説を流布し、または偽計もしくは威力を用いて、相手方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為
３　第２項の規定により本規約を解除した場合、相手方に損害が生じても、これを賠償する責を負わない。
（禁止事項）
第15条 サービスサービス本サービスの利用にあたって、以下の行為を行ってはならないものとする。
1 第三者もしくは本院の著作権もしくはその他の権利を侵害する行為、またはこれらを侵害するおそれのある行為。
2 第三者もしくは本院の財産もしくはプライバシーを侵害する行為、またはこれらを侵害するおそれのある行為。
3 上記の①②の他、第三者もしくは本院不利益または損害を与える行為、または与えるおそれのある行為。
4 第三者または本院を誹謗中傷する行為。
5 公序良俗に反する（猥褻、売春、暴力、残虐、虐待等）行為、もしくはそのおそれがあると本院が判断する行為、または公序良俗に反する情報を第三者に提供する行為。
6 犯罪行為、もしくは犯罪行為に結びつく行為、またはそれらのおそれのある行為。
7 本サービスを再販売、賃貸するなど、本サービスそのものを営利の目的とする行為。
8 関連法規、ガイドラインに違反するまたは違反する恐れのある行為。
9 ＩＤ等を不正に使用する行為。
10 第三者になりすまして本サービスを利用する行為。
11 本サービスに関係する本院もしくは第三者の情報を不正に取得、改ざん、消去する行為。
12 本サービスに関係し知得した情報を第三者に対して提供する行為。
13 別紙１にて規定する以外のクライアント端末を用いて本サービスを利用する行為、機器等を本院の事前の承諾なく移転する行為。
14 コンピューターウィルス等の有害なプログラムを、本サービスを通じてまたは本サービスに関連して使用し、もしくは提供する行為。
15 第三者または当院に不利益を及ぼす行為等本サービスに支障をきたすおそれのある行為、本サービスの運用を妨げる行為。
16 料金、そのほかの債務を支払期日までに所定の方法にて支払わない行為。
17 利用規約に定められた方法以外で本サービスを利用する行為。
18 本サービスを直接または間接に利用するものの当該利用に対し、重要な支障を与える態様において本サービスを利用する行為。
19 その他、不適切と判断する行為。
（使用の中止）
第16条 本サービスの使用継続を事務局が不適切と判断した場合、もしくはサービスの継続利用が困難になった場合、利用者はただちにサービスの使用を中止するものとする。
(損害賠償)
第17条 利用者又は事務局は、相手方の規約違反により損害を受けた場合に限り、通常かつ直接の損害について損害賠償を請求できるものとする。ただし、相手方に請求できる損害賠償の範囲には、天災地変その他の不可抗力により生じた損害、自己の責めに帰すべき事由に生じた損害及び逸失利益は含まれないものとする。
２　前項の損害には、訴訟等裁判手続に関する弁護士費用の相当額が含まれるものとする。
（解約）
第18条 規約本規約を解約または変更する場合は、変更または解約の日の一か月前までに相手方に書面により申し入れる必要がある。
（管轄裁判所及び準拠法）
第19条 本サービス利用規約の解釈は日本国の法律に準拠するものとし、訴訟の必要が生じた場合、東京地方裁判所を第一審の合意管轄裁判所として処理するものとする。
(規定外事項等)
第20条 本規約に定めのない事項その他本規約の条項に関し疑義を生じたときは、利用者と事務局で協議のうえ、決定するものとする。
以上
